
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

09 項 01 目 02

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 建築確認関係費 担
当
課

部課名 計画建築部建築指導課

予算科目コード 会計 01

事業概要

建築基準法等の規定に基づき申請された建築物等の審査を行う。

対象 ４．その他 確認申請等件数

電話 4236

事業開始年度 昭和 40 年度 終了（予定）年度 未定

細目 001 説明 01 課等の長 髙瀬　瑞歩款

負 担 金

6,067 件

根拠法令等 法律等 建築基準法，建設リサイクル法，長期優良住宅の普及の促進に関する法律等

事業実施内容

１　建築確認等申請受付，確認及び許可・認定事務等　6,067件
２　確認申請に係るデータの一元管理
３　違反建築物の是正措置  6件（是正件数)
４　特定建築物等定期報告　3,774件

年度 事業の性質 義務的自治事務

その他 2,582　千円 旅費，需用費

日本建築行政会議 年会費等

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

賃金

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

■ 委　託　先 一般財団法人　神奈川県建築安全協会

委託等内容 特定建築物・昇降機等の所有者・管理者に対し，定期報告書の提出指示・内容指示・改善指導等の業務を委託

■

29,052 使用料及び賃借料 13,048　千円 建築統合GISシステム賃借料等

千円 負担金補助及び交付金 499　千円 日本建築行政会議 年会費等

2,136　千円 短時雇用職員給与

委託料 10,787　千円 特定建築物等定期報告業務委託等

正規職員等 23.30
29,052 国庫支出金 245　千円 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （コピー代実費収入，建築確認等手数料） 20,727　千円 合計 23.30
一般財源 8,080　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

289,873 348,489 262,830 240,060

218,397 349,169 261,243

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 200,491 208,435 229,728 218,025

247,077

事業費（支出済額－②報酬合計） 17,906 140,734 31,515 29,052

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 21.00 0.00 22.00 0.00

①職員給与合計（常勤） 189,840

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

24.10 0.00 23.30 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

10,651 11,434 10,385 10,181

71,476 -680 1,587 -7,017

219,343 207,844

0 0 0

197,001

0 0 0 0

71,476 -680 1,587 -7,017

0

0 0 0 0

427,501 559.17 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 689.16 420,619 819.77 425,105 614.81
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

単位
6,000

単位

件 件 件

5,711
単位

5,981

(1)
平成30年度末時

点の課題

データベースの入力，ＧＩＳへのデータ登録といった，定型的・機械的な事務が多く，職員の負担に
なっているとともに，時間外業務が多い原因にもなっている。

成
果
実
績

指
標
名

確認申請等件数

目
標

5,600
単位

5,600
単位

5,800

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

建築統合ＧＩＳの機能拡張及び外部資源の活用により，課題の解決を進める。

51,661.56 61,020.66 43,944.16 39,568.16
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
6,067

単位

件 件 件 件

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

件

実
績

5,611
単位

評
価

建築基準法及び建築基準関係規定に基づく，申請された建築物等の審査や指定確認検査機関から提出される報告書の
確認及び指定確認検査機関への指導の実施のほか，建築基準法に基づく許可，道路位置指定，定期報告書等の管理，
及び違反建築物の是正等を行った。建築基準法に則った建築行為等規制及び誘導等を行うことにより，良好な市街地
環境の形成が図られた。

今
後
の
方
針

　現状維持
良好な市街地環境の形成により市民の生命，健康及び財産の保護を図るため，今後も現在の執行方法を継続する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

1 建築基準法に基づく建築確認申請等の受理に関すること 有 有 3 1

3 建築基準法に基づく現場審査，検査済証等の交付に関すること 有 有 1 1

2 建築基準法に基づく建築物の審査，確認済証の交付に関すること 無 有 1 1

5 指定確認検査機関からの引受け報告に関すること 有 有 1 1

4 建築主事による仮使用認定に関すること 無 無 1 1

7 建築基準法に基づく建築監視員の事務に関すること 無 有 1 1

6 指定確認検査機関からの報告・審査等に関すること 有 有 1 1

10 違反建築物の告発手続き，標識の設置及び行政代執行に関すること 無 有 1 1

9 違反建築物に係わる是正及び指導に関すること 無 有 1

12 道路の位置の指定に関する申請及び閲覧申請対応，道路調査・台帳整備に関すること 有 有 1 1
13 建築物の防災相談・防災査察及び防災対策に関すること 無

11 建築基準法に基づく許可及び認定に関すること 有 有 1 1

15 安全計画書の届出及び維持保全計画に関すること 無 無 1 1

無 1
14 特定行政庁に係る仮使用承認に関すること 無 無 1 1

16 建築物の定期報告及び定期点検に関すること 有 有 2 1
17 戸開走行保護装置等の設置についての報告に関すること 無 無 1
19 アスベストの調査，指導に関すること 有 有 1 3
20 全体計画認定に関すること 有 有 1 1
21 建築基準法に関する統計及び報告に関すること 無 有 1 1
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８．部長確認欄

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 計画建築部 氏名 石原　史也 確認日 2019.8.9

22 建築確認台帳の整備及び保管に関すること 有 無 1
23 確認申請・許可等手数料の徴収に関すること 無 無 1
24 建築計画概要書の閲覧及び写しの交付に関すること 有 有 1 3
25 建築確認台帳の記載事項証明書の発行に関すること 有 有 1 3
26 指定確認検査機関からの通知・報告に関すること 有 有 1
27 公金取り扱い事務 無 無 1
28 建築基準法第４２条第１項第４号道路の職権による廃止に関すること 有 有 1 3
29 建築基準法第４２条第１項第５号道路の職権による廃止に関すること 有 有 1 3
30 建築基準法第４２条第２項に規定する道路（公道に限る）の職権による廃止

に関すること（１項１号） 有 有 1 3
31 建築基準法第４２条第２項に規定する道路（公道に限る）の職権による廃止

に関すること（１項４号） 有 有 1 3
32 建築基準法第４２条第２項に規定する道路（公道に限る）の職権による廃止

に関すること（土地区画整理事業，開発行為） 有 有 1 3
33 建築審査会事務局に関すること 無 無 1
34 建築協定の認可 無 有 1 1
35 住宅金融支援機構の受託業務に関すること 無 無 1
36 優良住宅及び新築認定に関すること 無 無 1
37 建設リサイクル法の届出に関すること 有 有 1 1
38 建設リサイクル法の調査，届出，パトロールに関すること 無 有 1 1
43 バリアフリー法の確認審査等に関すること 無 無 1 1
44 バリアフリー法の認定に関すること 無 無 1 1
45 みんなのバリアフリー街づくり条例に関すること 無 無 1 1
51 長期優良住宅の新規認定に関すること 有 有 1 1
52 長期優良住宅の変更認定に関すること 有 有 1 1
53 長期優良住宅の工事完了報告に関すること 有 有 1 1
54 長期優良住宅の申請の取下げに関すること 有 有 1 1
55 長期優良住宅の認定の取消しに関すること 有 有 1 1
56 低炭素建築物の新規認定に関すること 有 有 1 1
57 低炭素建築物の工事完了報告に関すること 有 有 1 1
58 除却の必要性に係る認定 無 有 1 1
59 要除却マンションに係る容積率の特例許可 無 有 1 1
60 建築物省エネ法に係る認定に関すること 無 有 1 1
61 建築物省エネ法に係る建築物エネルギー消費性能適合性判定に関するこ

と 無 有 3 3
62 建築物省エネ法に係る届出に関すること 有 有 3 3
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

09 項 01 目 02

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 建築審査会関係費 担
当
課

部課名 計画建築部建築指導課

予算科目コード 会計 01

事業概要

建築基準法に基づき設置された藤沢市建築審査会を必要に応じ開催し，建築基準法に基づく許可の同意や審査請求
に対する裁決を行う。

対象 ４．その他 開催回数

電話 4236

事業開始年度 昭和 40 年度 終了（予定）年度 未定

細目 001 説明 02 課等の長 髙瀬　瑞歩款

負 担 金

3 回

根拠法令等 法律等 建築基準法

事業実施内容

藤沢市建築審査会　開催回数　3回
　　　　　　　　　同意件数　11件

年度 事業の性質 義務的自治事務

負担金補助及び分担金 68　千円 全国建築審査会協議会年会費他

全国建築審査会協議会費等

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報酬

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

■

520 需用費 75　千円 参考図書他

千円 役務費 156　千円 建築審査会速記料他

174　千円 建築審査会委員報酬

旅費 47　千円 神奈川県特定行政庁建築審査会連絡会議参加旅費等

正規職員等 1.20
520 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 1.20
一般財源 520　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

16,255 12,300 11,123 10,851

12,171 12,338 11,737

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 11,457 11,574 11,240 10,751

11,271

事業費（支出済額－②報酬合計） 714 764 497 520

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 1.20 0.00 1.20 0.00

①職員給与合計（常勤） 10,848

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

1.20 0.00 1.20 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

609 653 492 469

4,084 -38 -614 -420

10,748 10,282

0 0 0

10,921

0 0 0 0

4,084 -38 -614 -420

0

0 0 0 0

427,501 25.28 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 38.65 420,619 28.93 425,105 26.02
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
6

単位

回 回 回

3
単位

4

(1)
平成30年度末時

点の課題

審査案件により，個別分野のより専門的な見解を必要とする場合や，歴史的建築物に関すること等に
精通した能力が求められる場合があるため，専門調査員制度の普及と活用が求められている。

成
果
実
績

指
標
名

藤沢市建築審査会開催回数

目
標

6
単位

6
単位

6

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

平成３０年６月定例会に「藤沢市建築基準等に関する条例」を上程し，同条例により「藤沢市建築審
査会条例」を改正し，藤沢市建築審査会に専門調査員を設置したが，その具体的な運用方法について
引き続き検討を進めていく。

4,063,750.00 4,100,000.00 2,780,750.00 3,617,000.00
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
3

単位

回 回 回 回

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

回

実
績

4
単位

評
価

建築基準法を遵守しつつも，現状に沿った柔軟な対応が求められる今日の建築行政において，法による一般規定では
対応できない例外的な案件について許可を行う際に，専門委員の公正不偏な判断と同意を得ることによって，建築行
政に反映させることができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
今後も建築審査会の公正不偏な判断を建築行政に反映させていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

8 建築審査会（審査請求・訴訟に関することを含む）等の事務に関すること 無 無 1
33 建築審査会事務局に関すること 無 無 1

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 計画建築部 氏名 石原　史也 確認日 2019.8.9
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

09 項 01 目 02

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 住居表示管理費 担
当
課

部課名 計画建築部建築指導課

予算科目コード 会計 01

事業概要

住居表示に関する法律に基づき，住居表示実施区域における維持管理を行う。

対象 １．個人 住居表示実施区域の居住者・転入者等 約

電話 4236

事業開始年度 昭和 39 年度 終了（予定）年度 未定

細目 002 説明 01 課等の長 髙瀬　瑞歩款

226,000 人

根拠法令等 法律等 住居表示に関する法律

事業実施内容

住居表示新規設定　　　　　1122件
住居表示街区表示板再整備　130か所（鵠沼桜が岡一～四丁目）

年度 事業の性質 義務的自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

■ 委　託　先 株式会社　丸菱行政地図　横浜営業所

委託等内容 住居表示街区表示板の再整備

□

4,978 委託料 864　千円 住居表示街区表示板整備業務委託

千円 使用料及び賃借料 3,528　千円 住居表示住居表示台帳システム賃借料

9　千円 住居表示施行都市協議会等出席

需用費 577　千円 住居表示町名表示板他

正規職員等 1.50
4,978 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （住居表示台帳交付等手数料） 264　千円 合計 1.50
一般財源 4,714　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

24,782 20,668 19,655 17,856

19,336 20,720 20,369

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 15,276 15,433 14,500 13,642

18,620

事業費（支出済額－②報酬合計） 4,060 5,287 5,869 4,978

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 1.60 0.00 1.60 0.00

①職員給与合計（常勤） 14,464

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

1.50 0.00 1.50 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

812 871 671 610

5,446 -52 -714 -764

13,829 13,032

0 0 0

14,562

0 0 0 0

5,446 -52 -714 -764

0

0 0 0 0

427,501 41.59 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 58.92 420,619 48.62 425,105 45.98
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
1,100

単位

件 件 件

1,149
単位

1,144

(1)
平成30年度末時

点の課題

住居表示実施済地区における住居表示案内板，住居表示街区表示板，町名表示板，住居番号表示板
の老朽化。
住居表示台帳システムにおいて，建築統合GISと別システムになっていることから，複数の端末が設置されており，端末間の移動等職員の手
間になっている。

成
果
実
績

指
標
名

住居表示新規設定件数

目
標

1,100
単位

1,100
単位

1,100

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

・町名表示板，住居番号表示板の交付を行う。
・住居表示街区表示板の再整備を行う。
・住居表示案内板の修繕を行う。
・住居表示システムと建築統合GISシステムの統合を行う。

21,643.67 17,987.82 17,180.94 15,914.44
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
1,122

単位

件 件 件 件

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

件

実
績

1,145
単位

評
価

住居表示実施済地区の新建築物等への符番，台帳管理，街区表示板等の適正な管理を行った。
また,平成２８年度より住居表示街区表示板の整備を再開し，地域住民や観光客に優しいまちづくりを行っている。

今
後
の
方
針

　現状維持
引き続き住居表示台帳や関連設備の管理を行い，市民や市への訪問者に優しいまちづくりを進めていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

39 住居表示の事業実施及び住居表示台帳の整備及び閲覧に関すること 無 有 1

41 住居表示施設の維持管理に関すること 無 無 1

40 新築建物への符番設定に関すること 有 有 1

42 住居表示審議会に関すること 無 無 1
※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 計画建築部 氏名 石原　史也 確認日 2019.8.9
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